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株式会社インテリックス空間設計

代表取締役社長　滝川   智庸

株式会社インテリックス空間設計 （単位：　千円）

科 目 金　　　　　額 金　　　　　額

【 流 動 資 産 】 2,392,779 1,449,603

現 金 及 び 預 金 987,479 682,213

完 成 工 事 未 収 入 金 938,839 200,000

未 成 工 事 支 出 金 347,941 170,540

材 料 貯 蔵 品 984 27,595

前 払 費 用 11,233 106,586

未 収 入 金 99,628 123,003

そ の 他 6,673 23,489

【 固 定 資 産 】 560,693 87,361

（ 有 形 固 定 資 産 ） 354,204 28,814

建 物 及 び 構 築 物 100,687

工 具 、 器 具 及 び 備 品 3,197 391,981

土 地 250,319 390,260

（ 無 形 固 定 資 産 ） 3,926 1,721

電 話 加 入 権 436 1,841,585

ソ フ ト ウ ェ ア 3,489

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ） 202,562 1,111,886

出 資 金 10 20,000

長 期 貸 付 金 4,664 -                         

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 150,000 資 本 準 備 金 -                         

長 期 前 払 費 用 540 1,091,886

差 入 保 証 金 敷 金 1,067 1,091,886

繰 延 税 金 資 産 46,280 繰 越 利 益 剰 余 金 1,091,886

そ の 他 0 1,111,886

資 産 合 計 2,953,472 2,953,472

（　当　期　純　利　益　金　額　　　　　　　　　　　　　167,632）

(注)記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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注記表

【重要な会計方針に係る事項】

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) たな卸資産

① 未成工事支出金・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
に基づく簿価切下げの方法により算定）によっております。

② 材料貯蔵品・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・移動平均法による原価法を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

（1） 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）並びに平成28年４月１日以降取得した建物附属
設備及び構築物については定額法、その他は定率法に
よっております。

（2） 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・自社利用のソフトウェアについては、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

（3） 長期前払費用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・均等償却によっております。

3. 引当金の計上基準

（1） 完成工事補償引当金･･･････・・・・・・・・・・・・・・・完成工事補償費の支出に備えるため、過去の実績を基礎
として見積算出額を計上しております。

4. 重要な収益及び費用の計上基準・・・・・・・・・・・・・・・主に中古マンションの内装工事の設計・施工を行ってお
ります。当該事業は顧客との請負契約に基づき、工事の
完成・引渡しを履行した時点で収益を認識しております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

（1） リース取引の処理方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引
開始日が、平成20年３月31日以前のリース取引について
は、通常の賃貸借取引の係る方法に準じた会計処理に
よっております。

(2) 消費税等の会計処理方法・・・・・・・・・・・・・・・・・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって
おります。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

1. 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株 式 400 株

2. 当事業年度末日における自己株式の数 該当事項はありません。

3. 当事業年度中に行った剰余金の配当 該当事項はありません。

4. 当事業年度の末日において発行している 該当事項はありません。
新株予約権の目的となる株式の数

【1株当たり情報に関する注記】

1. 1株当たり純資産額 2,779,716 円 53 銭
2. 1株当たり当期純利益 419,082 円 37 銭

【重要な後発事象に関する注記】

該当事項はありません。


